
丸紅の目指すデジタル人財像

	 第５節	 小括
本章では、転職の実現やキャリアチェンジの促進に当たって、前章でみたキャリア見通しや

自己啓発等の重要性を踏まえて、キャリアコンサルティングの効果や自己啓発の促進に当たっ
ての課題についてみるとともに、労働市場政策として、「労働市場の見える化」の重要性や、
公共職業訓練の効果と課題についても分析してきた。最後に本章の分析結果をまとめる。

まず、キャリアコンサルティングについては、キャリアコンサルティング経験のある者の方
が、職業生活の設計について主体性が高い傾向があり、転職行動や異分野へのキャリアチェン
ジも活発に行っている傾向がある。また、企業内部よりも、企業外や公的機関によるキャリア
コンサルティングを受けた場合、自らの能力が他社に通用する可能性や、継続的な自己啓発の
必要性についての意識が高い傾向があり、客観的な第三者への相談により、自らの市場価値の
把握や自己啓発に向けた意識の向上につながる可能性があることが示唆された。キャリアコン
サルティングによりキャリアの棚卸しを行い、自己の今後のキャリアの見通しが明確になった
労働者は、主体的なキャリア形成の意識がより高く、現在の職場でキャリアを形成していく上
で有益な効果を感じているとともに、結果として円滑な転職やキャリアチェンジの実現につな
がる可能性があるといえる。

次に、自己啓発を行うに当たって労働者が抱えている課題としては、仕事が忙しすぎて時間
が取れないとする者や費用がかかるとする者が多い。また、女性では家事や子育てを理由とす
る者が多く、女性の家事負担の軽減は自己啓発を行う上でも課題となっていることがうかがえ
る。他方で、企業による労働者のＯＦＦ－ＪＴや自己啓発に対する費用面の支援の状況をみる
と、特段支援を行っていない企業も多く、企業側の支援を増やしていくことが課題であること
がうかがえる。一方、労働者の課題に対して、企業が従業員に対して自己啓発に必要となる費
用の援助や、就業時間や休暇等の配慮、情報提供等を行うことで、自己啓発を促進する可能性
がある。自己啓発の促進は労働者個人の意識だけで改善できるものではない。また、労働者が
自己啓発により職業能力を高めることは、企業にとっても生産性や付加価値の向上といった大
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きなメリットをもたらすものである。企業による従業員の自己啓発に対する適切な支援が期待
される。

転職者が入社後に新たな職場に円滑に適応できることは、円滑な労働移動を促進する上でも
重要であるが、転職者がキャリアチェンジをする場合、受入企業がＯＪＴ・ＯＦＦ－ＪＴのい
ずれかを実施した方が、転職者の職業生活や仕事に対する満足度は高くなる傾向があり、受入
企業において適切な教育訓練による支援を実施することが重要であると考えられる。

また、転職者を採用する企業は、必要な職種に応募してくる人材が少ないことや、応募者の
能力評価に関する客観的な基準が無いこと、採用時の処遇等について課題を抱える企業が多
く、求職者側でも求人情報や職業紹介サービスの充実について課題として感じている者が多い
ことが分かった。「労働市場の見える化」を進めることで、転職時のミスマッチを防止し、企
業・求職者の双方が安心して転職を実現できるようにすることが、円滑な労働移動を促進する
上で重要になるといえる。

公的職業訓練についても、失業者等が外部労働市場を利用し、早期に再就職できるようにす
るための社会の重要なセーフティネットであるが、これまでＥＢＰＭに基づく効果や課題の検
証は十分行われてこなかった。今回、厚生労働省において、行政記録情報を用いて自ら分析を
行い、一般的に職業訓練を受講することで再就職に対する効果が一定程度あると数量的に示し
た。

訓練分野別の分析も行ったところ、介護・福祉分野については、訓練受講者をいかに増やす
かが主な課題であり、介護・福祉職と遠い職種の経験者も含め、幅広く受講者を集めていくこ
とが求められると考えられる。また、ＩＴ分野については、特に女性で情報技術者になりにく
い傾向があるが、ＩＴの専門訓練を受講した場合の効果は男性と変わらないことが示唆され
た。

女性は事務職への就職意向が強いことが主な要因である可能性があることから、女性の情報
技術者として働くことへの関心を高めるための支援が求められると考えられる。
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